昭和浄水場施設運転・維持管理業務
様式集
（資格審査関係）

令和８年２月２７日
奈良県広域水道企業団
大和郡山事務所　
昭和浄水場施設運転・維持管理業務
様式集（資格審査関係）
目　　　　　次
（質疑書関係）

様式第１号
募集要項に関する質疑書

（資格審査関係）
様式第２号
資格審査申請書
様式第３号
浄水場の運転管理の受託実績
様式第４号
　　　高度浄水処理（生物処理）の浄水場の運転管理業務受注実績

様式第５号
総括責任者として配置予定者の従事実績等
様式第６号
守秘義務に係る誓約書
様式第７号
参考資料の閲覧申込書
様式第８号
現地の視察申込書
（様式第１号）

昭和浄水場施設運転・維持管理業務募集要項に関する質疑書

【提出者】

	応募者名
	

	所属
	

	担当者名
	

	ＴＥＬ
	

	Ｅmail
	


【意見・質問等の内容】

	No
	項目
	頁
	箇　所
	内　容

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	


１　【意見・質問等の内容】の行数は、必要に応じて増やしてよい。
２　複数枚にわたる場合は、２枚目以降の番号も含め通し番号を付すること。

（様式第２号）
令和　　年　　月　　日
昭和浄水場施設運転・維持管理業務
資格審査申請書
奈良県広域水道企業団　企業長　様
	応募者
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者
	
	印

	
	
	
	

	担当者
	氏名
	
	

	
	所属
	
	

	
	所在地
	
	

	
	電話
	
	

	
	ファックス
	
	

	
	電子メール
	
	


令和8年2月27日付けで募集のありました、「昭和浄水場施設運転・維持管理業務」に係る資格審査について、下記の添付資料を添えて申請いたします。

なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約いたします。

【 添付書類 】
１　応募者について必要な書類

(１)　会社概要・業務経歴書（任意様式）
(２)　印鑑証明書及び印鑑届（様式自由：実印を押印の上、本業務の応募手続等に使用する印鑑及びその使用者を届けること）
(３)　納税証明書（直前営業年度の法人税、消費税及び地方消費税に関する納税証
(４)　登記簿謄本
(５)　様式第3号から様式第5号及び当該実績を有していることを証する書類（当該契約書の写し等）

（様式第３号）
浄水場の運転管理業務受注実績
	資格業務の条件
	平成28年4月1日から公告日までの間に、国内にある現在稼働中の公称施設能力9,000㎥/日以上の浄水場の運転維持管理業務に係る運転管理を、1年以上継続して元請した実績が1件以上有する者

	受注実績　番号
	他様式の受注実績NOと重複したNOとしないこと

	実績となる業務
	業務名称
	

	
	浄水場の所在地
	県〇〇〇市・町・村

	
	発注事業体名
	

	
	対象施設名
	

	
	対象施設の施設能力
（9,000㎥/日以上であること。）
	

	
	業務委託期間
	〇年○月〇日～〇年○月〇日

	
	
	平成28年4月1日以降の実績であること

	
	浄水処理方式
	

	業務概要
	募集要項において示した応募参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載のこと


１　実績内容欄の各注記は、削除すること。
２　上記の受注実績を有していることを証する書類を添付し、受注実績NOを付した表紙を添えること。
３　受注実績の業務内容を証する書類を添付し、受注実績NOを付した表紙を添えること。
４　２と３を証する書類を他様式の受注実績と兼用できる場合は兼用し、添える表紙に受注実績NOを複数付すこと。

５　受注実績は、本様式を使用してページ数を増やし、実績を記載することができる。
６　受注実績は、施設能力の大きいものから順に記載すること。
（施設能力9,000㎥/日の施設受注実績を1件以上は必要とします。）
（様式第４号）
高度浄水処理（生物処理）の浄水場の運転管理業務受注実績
	資格業務の条件
	平成28年4月1日から公告日までの間に、国内にある、高度浄水処理（生物処理）の浄水場の運転維持管理業務に係る運転管理を、1年以上継続して元請した実績が1件以上有する者。

	受注実績　番号
	他様式の受注実績NOと重複したNOとしないこと

	実績となる業務
	業務名称
	


	
	浄水場の所在地
	県〇〇〇市・町・村

	
	発注事業体名
	

	
	対象施設名
	

	
	対象施設の施設能力
	

	
	業務委託期間
	〇年○月〇日～〇年○月〇日

	
	
	平成28年4月1日以降の実績であること

	
	浄水処理方式
	高度浄水処理（生物処理）

	業務概要
	募集要項において示した応募参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を記載のこと


１　実績内容欄の各注記は、削除すること。
２　上記の受注実績を有していることを証する書類を添付し、受注実績NOを付した表紙を添えること。
３　受注実績の業務内容を証する書類を添付し、受注実績NOを付した表紙を添えること。
４　２と３を証する書類を他様式の受注実績と兼用できる場合は兼用し、添える表紙に受注実績NOを複数付すこと。

５　受注実績は、本様式を使用してページ数を増やし、実績を記載することができる。
６　受注実績は、施設能力の大きいものから順に記載すること。

（様式第５号）
総括責任者として配置予定者の実績
	項　目
	実績内容

	業務実績NO
	他様式の業務実績NOと重複したNOとしないこと

	総括責任者として
配置予定者の氏名
	

	水道施設管理技士資格
（2級以上であること）
	登録番号
	
	級
	

	
	取得年度
	
	有効期限
	

	従事した立場
	立場の固有名称とともに、業務の責任者または担当であるかごどうかを判断できる表現を併記すること。

	上記立場での従事期間
	　　年　　か月
（令和　年　月　日 ～ 令和　年　月　日）
本業務の事業準備期間に相当する期間は含まない

	対象業務名称
	

	対象施設名
	

	対象浄水場の所在地
	

	発注事業体名
	

	対象施設の施設能力（9,000㎥/日以上であること。）
	

	対象施設の浄水処理方式
	

	業務概要
	募集要項において示した配置予定の総括責任者の実績が判断できる必要最小限の具体的項目を記載のこと



１　実績内容欄の各注記は、削除すること。
２　上記の業務実績を有していることを証する書類を添付し、業務実績NOを付した表紙を添えること。
３　業務実績の業務内容を証する書類を添付し、業務実績NOを付した表紙を添えること。
４　２と３を証する書類を他様式の業務実績と兼用できる場合は兼用し、添える表紙に業務実績NOを複数付すこと。

５　業務実績は、本様式を使用してページ数を増やし、本業務に最も類似するものから３件までの実績を記載すること。なお、必要とする業務実績年数（１年間）に対して、実績３件では不足する場合は、必要とする年数にいたるまで、件数を追加してよい。

（様式第６号）

令和　　年　　月　　日
奈良県広域水道企業団　企業長　様

住 所

社 名

役 職・氏 名
印
守秘義務に係る誓約書

弊社は貴企業団に対し、貴企業団から下記業務に関する情報の開示を受けるにあたり、その情報を下記のとおり取り扱うことを誓約いたします。

記

１　業務名称
「昭和浄水場施設運転・維持管理業務」(以下「本業務」という。)
２　情報の指定
対象となる情報は、貴企業団から提供された本業務に関する資料その他一切の情報（以下「本件情報」という。）とします。
３　情報の取り扱い
(１)　弊社は、本件情報を厳に秘密に保持し、本業務に関する入札（以下「本件入札」という。）又は本業務に従事する役員又は従業員に開示する場合、及び適用法令、行政機関又は司法機関の要請により開示が必要とされる場合を除き、本件情報を第三者に開示、漏洩しません。ただし、以下の情報についてはこの限りではありません。
ア　開示することにつき、貴企業団及び貴企業団が当該情報を受領した者（以下「貴企業団等」という。）の事前の書面による承諾が得られた情報
イ　弊社が知得した時点で既に所有し、かつ貴企業団等から直接若しくは間接に知ったものではないことを証明し得る情報
ウ　既に公知の事実となっている情報
エ　弊社が知得した後、弊社の責めに帰しえない事由により公知となった情報
(２)　弊社は、本件情報を本件入札に参加し又は本業務を遂行する目的以外で使用しないものとします。
(３)　弊社は、本件情報の開示を受けた前号の役員及び従業員に対して、前各号の義務を遵守させるため必要な措置を講じます。
(４)　弊社は、本件情報の取扱いについて善良な管理者の注意をもって行うものとし、本件情報に係る文書その他の記録（電磁的媒体又は光学的媒体に格納されたものを含みます。）は施錠可能な保管場所に管理し、本業務にかかわる弊社の役員及び従業員以外の者が利用できないように保全します。
(５)　弊社は、本件情報に係る文書その他の記録を複写、又は破棄しないものとします。
(６)　弊社は、以下の場合には、本件情報に係る文書その他の記録を直ちにすべて貴企業団に返却するとともに、コンピュータの記録媒体に蓄積されている本件情報については、これを完全に消去するものとします。
ア　本業務を落札できなかった場合
イ　本業務を落札し本業務が終了した場合
ウ　貴企業団の要請があった場合
４　違反の場合の措置
(１)　弊社が本誓約書に定める条項に違反し又は違反するおそれのある場合、弊社は直ちに貴企業団等に通知し、違反事項を是正のうえ原状回復を行うものとします。また、貴企業団等は、弊社に対し違反行為の停止又は予防を請求することができ、併せて違反行為の停止又は予防に必要な行為を請求することができるものとします。なお、本件情報のうち著作物や本件情報に係る文書その他の記録でないものについても、貴企業団等は本項の定めに基づき、違反行為の差止め及び除去を請求することができるものとします。
(２)　弊社が本誓約書に定める条項に違反した場合、弊社は貴企業団等に対し、貴企業団等が指定する期日及び方法により、違約金としてそれぞれ金１千万円を支払うものとします。併せて、貴企業団等の損害（間接的損害を含みます。）が同違約金金額を上回るときは、同違約金の支払に加え、その損害を貴企業団等が指定する期日及び方法により、支払うものとします。
５　監査
本件情報の漏洩が疑われる場合、貴企業団等は、本件情報の管理状況に関し、弊社の施設に立入って監査をすることができるものとし、弊社は、当該監査について誠実に協力するものとします。
６　有効期間
本誓約書の有効期間は、３、（６）に示す本件情報に係る文書その他の返却、及びコンピュータの記録媒体に蓄積されている本件情報が完全に消去されるまでの期間とします。
７　協議事項
本誓約書に定めのない事項あるは本誓約書の履行につき疑義を生じた場合、弊社は誠意をもって貴企業団と協議し、円満に解決を図るものとします。
８　紛争の解決
本誓約書に定めるものにつき協議が整わない場合や、貴企業団と弊社の間に紛争が生じた場合には、奈良地方裁判所を第一審の専属裁判所とし、民事調停委員会による調停によりその解決を図るものとします。この場合における紛争の処理に要する費用は、貴企業団と弊社による協議の上別に定めたものを除き、各自これを負担するものとします。
（様式第７号）
令和　　年　　月　　日

参考資料の閲覧申込書
奈良県広域水道企業団　企業長　様　
「入札説明書　第８　参考資料の閲覧」に規定される、参考資料の閲覧を受けたく、申し込みいたします。

	応募者
	

	住　所
	

	電話番号
	

	ファックス番号
	

	担当者
	氏　名
	

	
	部署名及び役職
	

	
	電話番号
	

	
	電子メールアドレス
	


（様式第８号）
令和　　年　　月　　日

現地の視察申込書
奈良県広域水道企業団　企業長　様
「入札説明書　第９　現地の視察」に規定される、現地の視察を行いたく、申し込みいたします。

	応募者
	

	住　所
	

	電話番号
	

	ファックス

番号
	

	電子メール

アドレス
	

	参加者1
	氏　名
	

	
	部署名及び役職
	

	参加者2
	氏　名
	

	
	部署名及び役職
	

	参加者3
	氏　名
	

	
	部署名及び役職
	


